
を対 とする に る の り  
 

 （ 平成大学 学 こども学  ） 

 ・ 生 （高知大学教育学 /高知大学教育学 属特別支援学 ） 

 ・ 本 三 ・ 本 子（高知大学教育学 属特別支援学 ） 

 

 と  

 特別支援学 （以下「 」という。）は知的障害を

な対 とする学 であり、 学 ・中学 ・高等 の

生 が している。今年、学 創 50 年を え、

社会において特別支援教育を ー する 場として、

の果たす役割と期 はさらに高まっている。教育 を

「 生 の 来における社会的自 と社会参加」と定め、

年は障害者 における“ 理的 ” び“ 別

”、 内 における障害者 別解消 や障害者雇用

等に し、 指導の 実を図ってきた。 

年、障害者就労支援の重点 題は「一 就労」にとど

まらず「職場定 」へと 行しつつあるが、この点にも

し ーケ の 実を図ってきた。 者は200 （平成

1 ）年度から2010（平成22）年度、201 （平成29）年から

201 （平成30）年の計 年間 指導 事を務めてきた。

の間に就職した 業生 職 は1割と 職場定 を果

たしているものの、 事情により 職者が出ることも事実

である。 こで、 業生の動向調 から職場定 を

見ていくとともに、職場定 要 を る。 せて 職 を

みて 職要 を り、 をはじめ特別支援学 の職場

定 支援をどのように え、展開すればよいか、 の り

方について検討することを 的とした。 

 

２  

(1) 対  

1999（平成 11）年度 業生から 201 （平成 30）年度

業生までの 20年に る の 業生1 1名のう 、

業や 人等に就職した一 就労者92名を対 とした。 

(2)  

一 就労者に関する 計は、各年 で 高等 を 業

する時点で 出した となる。 職者に対する 計 出

のための実態 は、学 に一 就労 から直接連 が

る場 や、就労支援機関である障害者職業 ン ー び就

業・生活支援 ン ーのジョブコー 等、 共職業安定

等の連 によって する場 がある。また、学 に本人

や 者から連 がある場 や、同年 の 人や の

者からの情報もある。さらに、ほ 一回開 される

年学 全 業生を対 とした同 会行事)参加者の話から

が かる場 もあり、これらの情報を 的に組み込

んだ調 方 となっている。 

(3) 配慮 

本 の計 び発 における「 理的 」について、

学 長確認の上、実施している。 

 

  と考  

 20年間の一 就労者 び 職者 、再就労者 と

の割 を、 にまとめた。 

 

 生の と 2  

  
 

 

職  

 

 

 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

        

 

年度によって の変動はあるが、20年間をトー ルし

て 5 と高い一 就労 となっている。 の とし

て、社会人としての生活 を うため心身ともに える

風であるが、子ども に り い、見 り、心を育 こと

を大 にしている。 体的には、 覚支援を く取り れ

たり、 （ せの一 ）の を取り れたりする
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等、子ども の や希望、やってみたいこと、なりたい職

業等を自 で り、発 することや要 すること、 し

の育成を意識的に教職員がとらえ、学 活動を展開して

いる。 

指導では本人の希望に加え、 者への き取り、

個々の障害特性や性 を まえ、業務内 や職場環境との

ン を図り、就労 を 定している。教職員の連携

では、2014（平成2 ）年から で活 する２名の就職支

援コー ィ ー ーの が非常に大きく、 生や 業

生の に る を、 度も身を して ってくれてい

る。 

こうした学 全体の取り組みが 々に実を結び、 職者

は 年、 の 向にある。 から 職者 と の割

を見ると、 業年 を ている者ほど 職が く、ある

度や を得ない実態ともいえるであ う。特に2005（平

成1 ）年までの 業生の 職が であり、10年以上仕事

を けることの しさを示している。 職の について、

個々に 点を当てて るため、次の で 職年 び 職

理 、再就労の状況等を示した。 

 

２ に て 

1 ( 11) 2 1 ( 3 )  

    会社 会社  

 

２についても、 20 年間のトー ルとしてまとめ

た。ここで明らかなのは、就職して２年 までの 職者が

非常に いことである。 と照らし わせると、 で

は2005年以 の 職者 が非常に いため、この年 の

職者が 的 い年 で めたことが かる。また、 年

で３人、12年 では 人の 職者を出している。年 が

20 後 から 30 に しかかる時期であり、仕事への意

欲や体 面、職場の人間関 等、 業生た の仕事のとら

え方や感じ方が 々に変化しているものと思われる。 職

理 としては自 19 と、会社 10 の くに

なっている。ここから、自らの や事情で めていく

業生が いことが かる。個々に検 すれば一つの事情で

は れない様々な要 が かび上がるものの、本人の か

ら「会社を めたい。」「別の仕事をしてみたい。」等の話や、

「会社の人が する。」「 んと教えてくれない。」「話

し相 がいない。」といった相談も がる。 業生た の

の内、本 に を けると、職場環境や業務のスキル

のみならず、自 を 観的に えることの しさや自

肯定感の低さ、他者に対する 用できない)といった

要 をも、 に く必要があるのではないだ うか。 

 学 時 に り 業生 の生活の様子や心情を えると、

これらの要 を ける ー が かびあがる。 に

たように は 学 ・中学 ・高等 があるため、

各学 れ れの で子ども は 学してくる。中学

や高等 で ってくる生 の中には、やや く い 情で

うつ きが な子も い。子ども の 情に 間見える

りから、障害があることから発生したコミュニケーション

の不 や生活全 における の なさ、あるいは なか

らずあったと思われる「いじめ」による人への不 感や自

肯定感の低さ、自 の さといった２次障害と えられ

る状態がみえる。 々に の環境に れ、 に 人と

はし 姿を見るにつけ、 れまでに った心の を、社

会に出てから再発させることのないように っている。 

また、 職者を個々に見た場 、 事情により家庭的

が く、 本的生活 の確 が だった子どもが結

果的に 、 職に っている。 本的生活 すなわ 身

理が不 だと職場に ていく 服に 感がない、

うといった指 や、 食で ランスが く体調不良

を き、意欲の低下に繋がっているといった指 をこれま

で 度も受けた。また、 環境が整わず は ミが

している、といった状況にも 度も した。働く以 の

的な支援が らなければ、 に就職しても定 を め

ることが、 も も 理な要 といえるのではないか。 

 

 と  

 職場定 のための支援を 業 にも める時 に った。

では学 関 者は が められるのか。 本的生活 の

確 はも んこと思 期にも対応する学 では、自 心

を高め自 を持たせ、意欲を育 ことを 一に たい。

子ども の中には相談すると られるのでは、話す内 が

わらないから える行為自体が 、といったコミュニケ

ーションを図ることに自 がない子が い。就労生活では

「報 ・連 ・相談」が められるが、この を学 でし

っかり育 ことが められる。家庭的な や支えが い

子ども は、なおさら自 肯定感を育く 必要がある。社

会人になってからも の大人に ることができ、 った

ことがあれば相談することができるように、子ども の心

身に る支援の 実を図り、職場定 に繋 てあ たい。 

職  職  職理   

      社       

       社       

       社   

         

      

   社   

       社    

          

       社      
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・ を持 向 の実施を て 
２ の考 と の に て  

 

 子  （社会 人  障害者就労支援 ン ーあいる）  

内 （ 人障がい者就業・雇用支援 ン ー） 
 

 に 

 知的障害や発 障害をお持 の方の中には、 後就職が

ールになってしまい「働くこと」への理解が深まらない

まま社会の 組みの中に し出されてしまったり、また働

き けるために必要な や学 の場が得られにくいと

いった共通の 題がある。 れが職場での不 応の の

一つや、就労 への ーションの低下に繋がってい

るのではないかと考えた。 

こで、当 ン ーでは、平成29年度から、愛の を

持、または発 障害の を受け特別支援学 等から

業就労した 者に対して、 働く の 成、 来の

らし方、 の 間作りを 的として、 （ 業

出身で 職場 応援 者有 者）の を得て 業

のノウハウを活用した職場定 ラ を実施している。 

本 ラ を平成29年度、平成30年度に 回ずつ、平

成30年度にステ を 回実施した。本発 では

２年間の実施内 と考 、今後の展開について報 をする。 

 

２ 実施  

(1) 参加  

ステ は平成29年度の本 ラ 受 者の

みの参加とし、本 ラ に関しては、平成30年度に特

別支援学 を 業し 業就労をした 者と 年 があ

る 度ある 者の中からケース担当職員からの の

あった者とした（ ）。 

 参加  

    

     

の （ ） 

（ ）  

（ ）  

（ ） 

（ ） （ ） 

    

     

の （ ） 
（ ） 

（ ） 
（ ） （ ） 

    

 

(2) と  

日 と内 については、 ２、３に示す。 

 

 

     ２ 3  

 目  参  

（ ） 
 

 
 

 

「 」 
「 とと

」 
 
 
 

のた
の  

との
的
を い

い  

 
 
 
 
 

（ ） 
 

 
 

 

「
ン

」 
 

 
 

組 を
し 組 の

員とし
を 深
い 参

 

 
 
 
 

（ ） 
 

 
 

 
 

「
た

」 
 

 
 
 

定 を た
の職

を
た の を

し
るた

を し  

 
 
 
 
 

          ー ン  ー ー  

 

 3  

 目  参  

（ ） 
 

 
 

 

「 の
い

を
」 

の

い

 
 

 
 

 
 

いる参
の

と
の い

へのイ
を  

の
を ン し

への の
ントを

参  

 
 
 
 
 

 

(3) 実施に たっての  

平成29年度本 ラ 施行の際は、事 にケース担当

者と情報共有を行い 題の 出、 点のすり わせ

を行い、各人が して められるように ルー けを

夫した。また、各 ルー に シ テー ーとして職

員を し 時 イスを行うとともに、 ール３回

を通じて内 が深まっていくように、 で初日の内 を

２回 ・３回 に り り、２回 の内 を再度３回 に

ー をしてから めるような時間 とした。 回、内

に 夫した り りシートを用意した。 
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 平成30年度に関しては上 に 加して、 り りシート

の内 を平成29年度よりもさらに参加者各人の障害特性に

わせる で 用意した。 

     

  

回の り りシートを し感想を下 ・ にまと

めた。 こには、働く事とは して一人で出来る事ではなく

他者を意識する事であったり、自身が働き ける事への 意

点等が、一人 とりの言葉で わされている（ ）。 

また、ステ 参加者からは、参加者各自の中に

知りたい・ いてみたいという が まっていることが見て

取れた。さらに ラ 中は参加 ン ー全員が、たくさ

んのポジティブな ィー や「もっとこうするといい

」と言った言葉を りあうことが出来ていた。 ン ー内

には、相 の好い を見つけ い 来に向けてお互いを高め

あえるような が 成されていた（ ）。 

 

 振り返りシート り 3  

目 

「 とと

」 

たり の を し いる

する が と した  

をし い 上 が た  

の る りたい  

目 

「

ン 」 

 

と 有を い

する とが と した  

い い い を い

した  

目 

「 た

」 

しい を る する  

「 い」とい を いた

い  

への を る 

を

化した

強

た  

イ い  

り が り したと

した  

相 の を が た  

５ シート り  

ン

ト（ い

みたい ） 

のた を いる と い

る と り す  

の 社 障 の

の し いる を い みたい す  

の い りたい す  

の と を した い  

の

り り り 

（ の

い

化した ） 

しを目 す す  

を

上 る したい  

し る りたい

す  

の を い の の を取り る  

が し たと た  

 
 考  

 本 ラ は、 業の新人 等で 用されている

ラ を、 わりやすい言葉や構 化された 等を用

いて知的障害に した で本 回を３日間 ール

で実施している。実施２回 となる平成30年度は人 を

り込み、より個別に ー 出来るような ルー け

と職員 にした。ただし、参加者によっては、 り り

シートに事 しか することが出来ない方もいた。 の

ため、今年度実施の際は、参加者によってはさらにきめ

やかな ス イズが必要になるであ う。 

また、ステ での り りでは、あきらかに

自らの意識が変化し、他者も れに くなど ラスの相

効果も生まれている事が見て取れ、 して行っていく

事の大 さを感じた。 

さらに初回開 時からの 題でもあるが、本 ラ

で得られた情報が雇用 と共有が んでおらず、職場での

に活用されていないという 面が されている。 

今後は、この２つの ラ の運用自体（対 者 ・

時間 等）の 定をどうするかが 題として されたと

考えるため、職員間での が必要と思われる。 

 

５ と  

このように運用する の 題はあるが、ステ

参加者の変化に見られるように、一人 とりが ラ

を えて学んだことが活かせるような 的な取り組み

は、今後も必要と考えられる。 

次年度は、本 ラ とステ の他に通年

を通じて、参加者が学びたいと思う事案についての 強会

を開 し、参加者 の「知りたい・学びたい」という知的

好 心を たすとともに、 強会では会社で働き けるた

めに必要な「 らす」という にもスポ トライトを当

てていく予定にしている。 

本 ラ が、 業で働いている方た が でイキ

イキと らしながら働き けられる一 となる事を って

いる。 
 
【連 】 

 子 
障害者就労支援 ン ーあいる 

e ma l ll  la e.o n.ne.jp 

図   

の レ ント 

図２ の  
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から を ての 

の ( ) の に て 
 

 起（いわき生 学  ティン ー ル ト サー ス 理 者） 
 （いわき生 学 ） 

 

 ン ー クトの  

たる対 は、知的障害。 

55年に知的障害者の通 更生施 として「いわき生

学 」が開 し平成19年に障害者自 支援 に く障

害者 サー スの生活 と就労支援 事業に 行す

る。就労支援の強化・ 実を図るため平成2 年に、就労

行12名 びに就労支援 事業 1 名の、いわき生 学

ティン ル トを新たに開 。 の後、一 就労し

した 用者の定員 を できず、平成30年に就労

行定員を12名から６名に すると同時に、就労定 支援

事業を開始する。一 就労実 と 用者 との割

は 名（40 ）。 

 

２ の  

本 は就労 支援 事業に取り組 中、 子高 化

に い労働人 で人 確 が となっている業 の

つが 食 業であるので、 食業を にした就労支援

事業 として、就労 行と２ の就労 支援 事

業を開始する。就労 行支援について当初は、調理

の取得も に れて支援していたが、調理 が実務

２年で就労 行支援の 本的 用期間と同期間となるため、

調理 の取得を 題から えて し、一 就労の

ための職業人としての自覚や調理 業務の といった

実 取得にウ イトを きながら、他業 での 業実

のほか、高 ・障害・ 職者雇用支援機構の就労支援のた

めの 生用 スト に った就労 支援を実

施している。 

 

 実 を て見 て た と 

本 内の作業では 用者が に迷うなど不安時には、

支援者から ー しているが、実 では、 用者は

大きく次の２つの行動に かれるようである。 わからな

いから行動を めて、 掛けしてもらうことを つ。 他

者に確認せず に して行動する。この２つとも、

業 としては当 望 ことではないため、本 としては、

実 の 用者が作業中に に迷うなど った事があれ

ば、他に 言を めるなど自 的行動をとれるように支援

することが重要と考え、 内の作業中の のような場面で

は、支援者は 用者からの ー を つように心がけ

ている。 

業実 では、 内とは なり支援員の わりとして、

業 のキーパー ンをできれば 用者に知らせてお

くように 業 と実 に わせをしている。特に不

安感が強い 用者の場 は、キーパー ンの が実 成

のための ともいえる。逆に、自 の をやや

している 向にある 用者の場 は、 業での作業場の

は での 的作業とは なり 業に を き、場

によっては、 害 される 性もあることを理解

させて、指示された業務について確 が持てない場 は、

自 で に作業を 行しないようにすることが、労

働者として重要であることを認識させるため、 等の

や人 のコストについてもわかりやすく説明するよう

に努めている。 

者とも 用者自身の障害の理解・受 が でないこ

とが の つであると思うが、知的・発 障害は自身が

理解しにくい障害なので、就労支援の重要な 題としては  

まずは自 理解を深めるように、 の人のストレン スに

しながらも ウィー スも まえながら  障害特性

に応じた就労支援を通して実 や就労 を していくこ

とが就労支援の 初の 題となると考える。 

本事業 は事業を開始し、まだ 年 りのため、一 就

労者も なく ー として ではないが、以下の対

照的な事 を通して めて障害者の就労を支援するポイン

トを考えてみたい。 

 

  

(1) ・ 2  ２ ２  

日 平成2 年12 日 

就職日 平成30年 日 

就職 会社 大 食 業)（ 務 ） 本

より で10 ) 

職 い場および り け、調理  

 労働 日 10 1 時（休憩 0 ） 

 時間 （ 用時） 955  あり（年２回２か ）

職 当なし 

 の  

・ ルコール ストレスを で らわす不 生な生

活であった。・人間関 のトラブル ・ 人 で実

を受けている。 

イ での  

・ 後も ルコールの 取や人間関 のトラブルが き

話し うもなかなか に らなかった。 としては、

本人が他者への不 感から サー スの必要性に

問を いており、また、自身の障害理解が不 である
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と思われた。 当初は、本事業 の就労 ラ に

く支援では できず、自身で就職活動に取り組

ものの、 業として本人の就労を支える人 （家族等）

や組 がないことから、就職に繋 ることが非常に

であることを実体 したことをきっかけにして、障害

サー スの必要性を認めるようになった。 

・就職支援活動として、本人が希望した２つの 食 での

実 実施の上、本人は、 の就職 を し雇用

を 結した。本人が実際に 業で実 し就職 を自身が

定したことにより、本人が持っていた障害 サー

スを 用したら支援者の考えにかなり されるので

はとの なイ ージを できたことで、 れ以 の

支援を 否することはなくなった。同時に に れる

ことがないようストレス解消の方 （ 味等）の提案を

行うとともに支援者として、本人に対して非 的な態

度で接することで に職場の などを話せる人間

関 くりに努めた。   

 の  

・人間関 のトラブル 障害者雇用 での 用の為、他の

従業員より仕事 が なり他の従業員の理解が 得

られていないことがあり、 れに本人は に反応して、

を言われていると思い込んで、他の従業者にとけこ

めない状況である。また、仕事への不 について、上

（ 長）を通さず、人事本 まで自身で相談に行くなど

会社組 を理解せず、 で行動に してしまい、ます

ます している状況にある。 

 会社 の  

・ 長が 動等により変わることが く、本人の就労をサ

ポートするキーパー ンが確定し らい。また、大 業

としての社会的 として、障害者雇用に取り組んでは

いるものの、 場で指 する 長には、「障害者雇

用していていれば問題ない」として、本人への期 は低

く職業人としてのレ ル には関心は低い。 

・パート従業者が く、障害者への理解を深めるように働

きかけることが な状況がある。 

 に て 

・本人 に をもって生活したいとのこと。 

・ の職場環境は、 的 担が強く再び ルコールに

ってしまうのでは  本人の 来生活 計を考え

体的 定（ 業務から 調理へのレ ル

による ）により 労意欲 持を支援する。 

(2) ・ ( 21  ) 

就職日 平成29年11 20日 

日 平成2 年 日 

就職 会社 大 食 業) 

務 : 良  

職 い場・調理   

労働 日10 15時 

時間 （ 用時） 50  なし 職 当なし 

 の  

・高 を 業して本事業 に 。働いた ないため

さが り、障害者ということで家族も に育てたた

めか本人は自身の をやや 評 味であり、 事

にも自 が持てず 心が強く、社会人としての意識が

低い（働くことへの心構えができていない）  

イ での  

・事業 内の 内の 環境を就業環境に けること

によって意識 けを図った。やや しい 掛けでご本人

の ーションが一時的に低くなることもあったが、

親が大 を い されたことにより、自 を強く意

識できるようになった。就労したいとの 意が強くなり

家族への 心からくる えが していった。 

 の  

・年上の 性が い職場で一 ということもあり 愛

がられ、パート 務者が く人の れ わりが いにも

関わらず、キーパー ンも している。 

 会社 の  

・本人は 時に 自身ができる業務に 的に取り組

んでいるが（お 当 り けなど）、人 不 で指導

を確 できず本人に計 的に業務のレ ル のた

めの指導が なのを職場全員で ーしている状況。 

 に て 

・ご本人からもう し働きたいとの希望があり、今後の

的自 を考えれば 20時間 度の 務では不安有。 

 

５ 上 ２ケー の を て感 た と 

らは知的障害者であるとの自 理解が不 全であり、

れが本人の生き らさにつながっているように思う。 

障害受 の については、これまで に中 障害であ

る身体障害者に対し考 されてきた。「障害受 とはあき

らめでも 直りでもなく、障害に対する 観の であ

り、障害をもつことが自 の全体として人間的 を低下

させるものではないとの認識と体得を通じて、 の意識や

等感を 服し、 的な生活態度に ずること。」と上
）は定義しているが、あるがままの自 を受 れて、

等感に まれるのではなく 直に の人た の支援

を受け れることで、 の人らしく 的な生活が実 で

きるのではと考え、本事業 でも就労支援の 題の つと

して「障害者自身の障害受 」についての支援に取り組ん

でいきたい。 

 
【参考文献】 

1）上 障害受 の本 と について ハ  

515 521 19 0  

【連 】 

いわき生 学  el 0 53 1121 

e ma l w n est.o n.ne.jp 
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のト イ の  

ョ コー ン  
 

下 直子（社会 人 事業  ななくさ育成  業 職場 応援 者） 

 行（社会 人 事業 ）  
 

 社会  

(1)  

当 人は 39年 、 に社会 人

事業 （以下「事業 」という。）として開 され

た。事業としては社会 事業であり障害 施

障害者支援施 か 、障害者支援施 ３か 、 施

か 、特別 人 ー か を運 している。 の

他、 、 食 ン ーの運 や 期 事業や相談支

援事業、 宅 支援事業等も実施している。職員 は

320名、施 を 用されている方が 5 0名である。 

(2) く  

ななくさ育成 （以下「育成 」という。）は障害者支

援施 であり、 たる対 者は知的障害者である。定員は

140人であり 年 日 で12 人の方が生活され

ている。育成 内に職場 応援 者（以下「 業 」

という。）が２名 属されている。 

 

２ の  

さん、 性、20 、 度の知的障害。平成30年10 、

事業 内の相談支援を行っている事業 から を受ける。

平成30年11 、就労 支援 事業 （以下「就労 」

という。）に通っている さんと面談した。 の計 や

仕 けを行いながら りの ン ーに をかけ し い

ながらテキパキと働いている姿が 的であった。また、

就労意欲があるのを確認する。ただ、初めてのことには強

い不安を き、 り し職員に同じことを る確認行為

が いことや就労 と育成 で行う仕事内 が全く違うた

め本人ができるかどうかの不安要 が大きく る面談と

なった。 

 

 実 を てト イ  

平成31年３ 日から15日までの10日間、実 を行った。

さんが育成 を実 に んだ理 は以 通っていた就

労 より自宅から いことや 業 が されている

というサポート体制に 味を持たれていた。しかし、就労

で行っていた作業とは違い、 場職員の業務 として

業務中心の実 内 であった。 さんにとって今まで

あまり をしたことがなく初めての となった。 

面談時に いていた通り、はじめの では確認行為

は かったが、２ からは本人が自 を持って行動でき

るような 掛けを３日 以 から行ってきたことや本人自

身が実 内 を覚え、自ら動くことができ始めたことで確

認行為は なくなった。実 時の評 として、仕事面

では の丁寧さに けているが、まだまだスキル

が望める状況にあると思われる。しかし、体調面では し

なく、 ル イ の実 を全日 休 ことなく えるこ

とができた。職業 ハ テーションの 構 に当ては

めると 本的労働 の体 面や体調 理、生活 ズ と

いった点では であった。しかし、 ーや身だしなみ

といった点に 題があり、 さんやご家族からの働くこと

に対する不安要 もあったことからトライ ル雇用での

用となった。 

 

 ト イ から  

(1) から での  

初の か は 問 職場 応援 者（以下「 問

」という。）が ３回 問し、 業 と さんとの

関 を構築するため 問 が け となって、

関 を築く支援を中心に行った。仕事面では、今まで一

人で働いたことがなく「さびしい」等の を らすことが

あり、 問 ・ 業 が さんの支援を行ってい

ると仕事に集中できず話し出すことが いた。また、実

時の評 で の丁寧さに けていたため、 を重点的

に支援した。 さんは発 性強調運動障害であり、 の

運動が であった。この障害特性も相まってか、 に

対して にするという感覚があまり感じられず さん自

身も を ける姿や不安な様子が見られた。 の為、

を集中的に行う時間を業務時間中に組み込み、不安等を

解消できるように取り組んだ。 

トライ ル雇用での 用 か 後、 業 ２名で評

を行った。評 は事業 自で作成したものを 用して

いる。評 の中で も低かったのが、「作業の 確性」

であり、これは を けたいといった不安要 が けて

いないことが られる。次に「身だしなみ」について、

実 中と 業 が常に さんの ばにいる状態で

はないことから、 意識に服 が れてしまい さん自身

も直す意識がないことが評 で かった。 後に「職場の

ルールの理解」の中で な 時間を らし次の業務を

行っており、自 解 でルールを変更していることがあっ

た。 

(2) の を て２ の での  

２回 の評 に向けて 業 の集中支援を開始した。 

まず、「社会人としての ー」の身だしなみについて、

休憩 に全身 を き、イラストを り、本人が意識でき
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の  

るようにした。 が不 用でも

身だしなみについて さん自身で

意識することに支援を行った。支

援開始時は 業 の 掛けが

必要であったが、次 に さん自

身でポ シ ツの ンを めた

り、ズ ンが下がってくるとあ

たりして意識するような姿が見ら

れ始めた。 

６ 下 、 さんと 場職員のやりとりをたまたま

業 が見た際に本来 めていたルールとは違うことを

していた。 のことを 業 が さんに指 したこと

で、「もうこんなとこ は だ」「なんで ばっかしな

いといけないのか」「職員がしたらいいじ ないか」と

を ることがあった。 業 として さんと 場職

員がどのようなやりとりをしていたのかを確認しなかった

ことや日 から さんとのコミュニケーションが では

なく、 さんと でも話せる関 ができていなかったこと

を 感した。しかし、 さん自身も育成 の職員であるこ

とを理解してもらうための意識 を行った。育成 は施

の 化が み、 年10 に に すること

が まっている。「新しい場 」に一 に行きたいこと、

場職員は さんがいないと ってしまうことなど、 向

きな話を行うようにした。また、 を集中して行う時間

について、本人と話をしている中で「やならければならな

い」という レ シ ーを感じていたことを知り、 び名

を「 レンジ イ 」から「 の時間」に変更を行っ

た。ただの名 変更と思われるかもしれないが、名 を変

更してからは、 の時間の に集中 が れることも

なく 的に を行うようになった。 

(3) ２ の から の て  

業務内 を覚え始め、 りの職員の動きが かるように

なると「自 がやったほうが職員は かるのではないか」

と考え、自ら 的に仕事を行うようになってきた。 

方 について指 を受けると きながら ことが

回見られたが、 業 と面談する機会を けてから

は情 不安定になる回 が った。自 の 持 を 直に

話す時間を作ることが さんにとって必要不 な支援で

あった。 

に関して、仕事の は問題ないが、 を められる

とまだまだ 題がある。本人の障害特性上、身体をうまく

えないが、「丁寧に行う」とはまた別の 題であるため

今後も き き支援を行っていきたい。 

日の業務を行っている姿やトライ ル雇用期間の３か

を通しての さんを り ると大きく成長したと思う。

一 に に向けて一 に働きまし うと をかけた。 

 

 

５ の ン イント 

用後は 問 が集中支援で って いていた。

問 も支援計 を てていたことや さんに以 から

関わっていた相談員もおり、 が していた。 業

がどの イミン で関わっていくのか しい状況で

あった。また、お互いが持っている情報を ・共有しな

いまま支援に携わっていたこともあり、 問 や 業 に

われずに さんに対して 的にかかわる大 さを実感

した。 

本人に った の 定について、 を行う際、ほう

きと りとりを していた。発 性 調運動障害の さ

んにとって、ほうきで くということに しさを覚えてい

たが、 を に うことで大きな効果が得られること

の理解や 内に らず くの場 で活用できることを ま

えてほうきと りとりの 用を行っていた。しかし、本人

が としているほうきより いやすい を提供したほ

うがよいのではないかという きを得た。以後は本人が

しやすい であり つ に ができるようにな

る を双方から検討し の 定を行っている。 

今まで障害者雇用の ン ーで評 を行っていたことは

あったが、評 の内 を 三者に える際にどのように

えればよいのかを今回のトライ ル雇用期間中に検討した。

結果、 化することで 覚化も であり、以 との変

化を一 で確認できる 点が られる。評 をする際は

人で行わずに２人で実施すること、できるだけ 観的な

点を省くことができるように努めた。本人にも だけ

でなく、 ラ の大きさが大きくなるように うと働

きかけることで、２・３回 の評 を しみに っていた。 

 

６ と  

さんは本 用になり「 って働きたい」と働くこと

に意欲を向上させていることや、職員と同じ時間働きたい、

自 にできることをもっと やして職員の 担を らした

いと話しており、 の 持 が今後の さんを成長させる

と感じている。一方で、年 も く大きな 性を めて

いることから、ここで働きながら自 に向いている仕事や

やりたい仕事が見つかった際には、 業としてしっかりと

中をおしてあ たい。新しいことに不安を覚えたり、障

害特性上 さを覚えたりすることでも支援を受けること

で「できなかったこと」が「できること」に変わるという

ことを さんには知って欲しい。 さんは「 に行っ

ても しく仕事がしたい」と言い、 の仕事に んでい

る。環境の変化に対して不安はないように見えるが、今の

意 込みで 後も って欲しいと期 している。 

 

【連 】 

下 直子 e ma l se en nana sa.o .jp 
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障がいを有する社員の家族との相互理解の深耕と 

職場定着支援強化を目的としたイベント「家族参観」への取り組み（ES向上） 
 

井口 智義（みずほビジネス・チャレンジド株式会社 企画部 職場定着支援チーム チーフマネージャー） 

出澤 美恵子・清水 精（みずほビジネス・チャレンジド株式会社） 
 

 に 

厚生労働省の「平成30年 障がい者雇用状況の集計結果1)」

によると、平成30年６ 日 での全 の特 子会社

は4 社、 こに32 51 人の障がい者の方々が日々業務に

従事されている。特 子会社の くは障がい者社員の家族

以下「家族」という。)と直接的な関わりを持つことで

な定 支援を実 されていると される。 

しかしながら、当社は 当初から障がいを持つ社員に

対して「 とりの自 した社会人」、「会社は ライ ー

ト（家庭）には み込まない」ことと、 業理 である

「社員あっての会社」を意識した支援を実 し、直接的に

は家族との接点を持たず、家族との連 ・調整・生活支援

は支援機関に担って くといった「家族⇔支援機関⇔会社」

の三位一体支援体制を として行ってきた。 

 

２ る多 と「家族参観」の実施  

当初の社員構成の たる障がい 別は身体であった

が、社員 の 加とともに大きく変化し、 では知的、

の割 が 割と している（図 参照）。 

この間、拠点も 加し各拠点に常 する社内ジョブコー

（以下「JC」という。）も計3 名（2019年 31日 ）

となり、社員の 様な障がい特性に した支援・指導が

必要となっている。同時に 様化の 展により、 ン ル

ケ が必要な社員も 加 向にある為、JCの更なる 性

が必要とされている。 

の中で知的障がい社員が く する大 業務 で

は、家庭環境や成育に起 し、心身が不安定な状態に る

社員が 名発生したことから、JC間で今後の定 支援強

化 を検討・ 。 

結果、「ながくはたらく（職場環境の提供）」を とし

て え、 れを実 するためには「ご家族との関わり 情

報共有・相互理解)」が必要かつ重要であるとの結 に

し、従来の「三位一体支援体制」を まえつつも一 み

込んだ、 自の施 として全社に けて「家族参観」を

するに った。 

 

 から ・実施 で 

大 業務 のJCが した「家族参観」は、社内 理

職間で ・検討する において様々な がなされ、

認までに相当の時間を要した。 

これは当社の 本的な支援の考え方である「三位一体支

援体制」が定 し、 成 を さないまま今日に って

いることが大きく起 している。 

理職からの意見の くは以下の理 から実施に否定的

なものが く、 の中で大 業務 長は 下のJCの提案

を実 す く、 するかた で 理職間の を

けた。 

・当社は 当初より家族とは直接的に関わりを持たない

「三位一体体制」での支援を 持してきた。この体制を 

することには がある。 

・家庭環境により参加できない家族がいる社員への は

どうするのか。 

・社員も 様化し、家族と直接的に関わる重要性は認識し

ているため否定しないが、他の拠点を き込んだ 大実

施は時期 。 

的に 理職間で出た 事 に をするかた で

の 組みを 提に実施の運びとなった。 

図  員 の (1 2 1 ) 

 

 「家族参観」実施 と  

(1) 実施  

開  日 2019年３ に計３回実施 

参加者  29名 家族20名/支援機関担当者 名) 

内     会社案内 /業務見学・説明/JC面談等 

「家族⇔支援機関⇔会社」の三位一体支援体制を 持し

な家庭環境を持つ社員の 持 にも した上で実施。 

(2)  

・ご子 ・ご の社会で活 する生の姿を見ることでご
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家族に感動や安心を得ていただく。 

⇒結果、この会社にながくはたらかせたいと感じてい

ただく。 

 

・職場での働き方を見ていただき、ご家庭では知りえない

本人の特性を知っていただく。 

⇒ご家庭での今後の教育に活かす（家庭と会社の連携） 

・直接の相互コミュニケーション機会の創出提供。 

 ⇒本人に対する丁寧な指導の様子を知っていただき、ご

家族を含めた帰属意識が高まって欲しい。 

※結果として、会社の「ながくはたらく」環境の様子を

知っていただく。 

 

５ 「家族参観」運営上の留意点 

(1) 社員の意向尊重 

社員全員（41名）に対し個別説明を行い、肯定的な反応

を示した社員のご家族のみに案内。 

(2) 三位一体体制維持 

ご家族に対する案内は支援機関を通じて実施。参加を希

望する支援機関担当者がいれば喜んでお越しいただく。 

(3) 家族不参加の社員に対する配慮の徹底 

計３回の家族参観を全て“サイレント”で（見学者が家

族であることの事実を社員に伏せて）実施。 

 

６ 「家族参観」の生の声 

参加された社員15名のご家族20名全員と担当JC６名が

各々面談を行い、予想していなかった情報を含め、以下の

様々な感想や意見を伺えたことは、ご家族、JC双方にとっ

て従来の思い込みを解消する、大変貴重かつ重要な場と

なった（図２参照）。 

図２ 面談で多く出たご家族からの感想・意見 

 

・職場（仕事をしている姿）を見学できるとは思っていな

かったので嬉しかった。 

・生き生きと働いている姿を見て安心した。 

・「迷惑を掛けているのでは」と思っていたが、これほど

成長させていただいてありがたい。 

・自宅では整理整頓ができないのに職場ではできていたこ

とに驚いた。 

・休日は服薬をせず覚醒状態が低いため自宅との様子の違

いに驚いた。 

・自宅では殆ど仕事の話をしない為、実際の業務を見るこ

とができて良かった。 

・食堂や休憩スペース等、とても良い環境で働かせていた

だいていることで安心した（感謝している）。 

・実際に業務をしている姿を見て、こんなにテキパキと仕

事をしているのかと驚いた（嬉しかった）。 

・担当JCと話をする機会を持つことができて良かった。 

 

７ 「家族参観」実施を振り返って 

(1) 家族との会話 

従来は心身の不調を始めとする社員のトラブルや問題が

発生したときのみ、ご家族に会社にお越しいただいて面談

を行っていたが、今回は初めて”平時”に親御さんと接点

を持つ機会を作ったことにより、親御さんに非常に好評で

支援機関にも「みずほ」の良さをご理解いただく良い機会

が創出できた。 

面談中に涙を流す親御さんや、「次回は夫婦で参加した

い」というお言葉等、温かみを感じていただける試みで

あったとともに、間接的に社員の帰属意識向上の効果も感

じられた。 

(2) 相互連携 

支援機関にも参加いただき、「家族⇔支援機関⇔会社」

の三位一体支援体制における支援機関の役割や重要性を三

者間で再確認できたことで、今後の支援体制の強化に繋

がっていくものと思われる。 

次回、安定就労に向けて家庭でのサポートが必要な全て

の社員のご家族に参加いただけるよう、支援機関との更な

る連携強化と情報共有の必要性を感じた。 

(3) ダイレクトコミュニケーション 

社内で逆風を受けての実施となったが、当初の予想を遥

かに上回るご家族のポジティブな反響があり、参加された

全てのご家族の真のニーズを掘り起こすことができたと同

時に、お子様に対する深い愛情をJCが再認識できたことも

非常に有意義であった。 

社員が「ながくはたらく」ことを支援できるツールをJC

が得られたことは大きな成果であり、新たな支援体制を検

討・構築する意味でもよい機会となった。 

また、この結果を以って社内の否定的な意見が肯定的な

考え方へと変わりつつあり、ノウハウを社内展開すること

で全社的な取り組みとして2019年度下期に他拠点に於いて

も実施する運びとなった。 

今後も全社的にご家族を含めて社員が「ながくはたらく」

より良い環境作りに努めて参りたい。 
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